
開発行為又は建築等に関する証明書交付申請（60 条証明）について 

 

 

１ 開発行為又は建築等に関する証明書について 

建築基準法の規定による建築確認を受けようとする場合、その計画が都市計画法に適合している

ことを都市計画法施行規則第 60 条に基づき証明する書類です。 

 証明書の要否については、建築確認機関（建築主事）に確認してください。 

 

２ 提出する書類 

□ 開発行為又は建築等に関する証明書交付申請書 

□ 委任状（本人以外が申請書等を提出する場合） 

□ 建築確認申請書第１面～第５面 

□ 公図の写し 

□ 土地建物の登記簿謄本の写し 

□ 位置図 

□ 案内図（付近見取図） 

□ 敷地、建築物の求積図 

□ 建築物の配置図、平面図、立面図 

□ 現況写真 

□ その他、個別案件の内容に応じ市長が必要と認める図書 

 

３ 提出部数と手数料 

□ 提出部数 正副各１部ずつ（副本を証明書として交付いたします） 

□ 手 数 料 470 円（現金） 

  ※ 必要書類が提出された時点で納付書を発行いたします。お支払後、領収書を提示してくだ

さい。 

 

〇都市計画法施行規則 

（開発行為又は建築に関する証明書等の交付） 

第 60 条 建築基準法第６条第１項（同法第 88 条第１項又は第２項において準用する場合を含む。）又は第６条の２第

１項（同法第 88 条第１項又は第２項において準用する場合を含む。）の規定による確認済証の交付を受けようとする者

は、その計画が法第 29 条第１項若しくは第２項、第 35 条の２第１項、第 41 条第２項、第 42 条、第 43 条第１項又は

第 53 条第１項の規定に適合していることを証する書面の交付を都道府県知事（指定都市等における場合にあつては当

該指定都市等の長とし、指定都市等以外の市における場合（法第 53 条第１項の規定に適合していることを証する書面

の交付を求める場合に限る。）にあつては当該市の長とし、法第 29 条第１項若しくは第２項、第 35 条の２第１項、第

41 条第２項、第 42 条又は第 43 条第１項の事務が地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 252 条の 17 の２第１項の規

定により市町村が処理することとされている場合又は法第 86 条の規定により港務局の長に委任されている場合にあつ

ては当該市町村の長又は港務局の長とする。）に求めることができる。 

 

 

 

（事務担当 喜多方市建設部都市整備課都市計画係 電話 0241-24-5240） 
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